（R07冬　大高教）

項目５

〇　全ての府立高校が円滑に提携を結ぶことができるよう、「大阪府立学校海外交流支援センター」を新たに開設し、姉妹校提携に係る相談対応はもとより、府立高校の姉妹校となり得る海外の学校を調査・開拓するとともに、各校の要望やニーズを踏まえた姉妹校候補の提案、提携内容の調整、合意・調印式の設定などの支援を行っている。

〇　全ての府立高校が姉妹校提携を円滑に進め、海外の学校との交流や海外留学ができる環境を構築できるよう、引き続き支援に努めてまいる。

項目８

〇　令和8年度から始まる「広報強化推進事業」においては、各校の広報改革の推進と業務負担軽減をめざし、各校のプロモーション活動を支援する外部人材の導入や広報資料の作成支援などを検討しているところ。

項目【働き方改革】１２②

〇　不登校や中途退学等、様々な困難を抱える生徒に対する支援の充実については、多角的な観点からの支援が必要であると考えており、府教育庁としては、教職員とスクールカウンセラー(SC)やスクールソーシャルワーカー（SSW）等の専門人材が協働する「チーム学校」としての支援体制の充実をめざしている。

〇　引き続き、支援を必要とする生徒を適切な支援につなげ、すべての生徒が安全に安心して学校生活を送ることができるように、SCやSSWの配置等については、活動報告書や事業調査等を通じて活用状況等を整理し、成果や課題、学校現場からの要望等を踏まえ検討するなど、事業の効果的な運用に努めてまいる。

項目１２③

〇　教職員の配置については、標準法に基づき確保した定数を基礎として、学級数に応じて措置することを基本として、より効果的に教員を配置する観点から、各学校の実情や取組状況などのヒアリングを行い、その結果をもとに教員加配を行っているところ。

〇　今後とも、国において措置される定数を最大限に確保し、教育水準や教育課題への対応を踏まえながら、適正な定数管理に努め、適正な勤務労働条件の確保に向けて取り組んでまいる。

項目１２④

〇　府立高校が果たすべき役割は、様々な背景をもつ全ての子どもたちに教育の機会を保障すること、また生徒の多様なニーズに応える柔軟で質の高い学びを実現し、全ての生徒の可能性を最大限引き出しながら、多様な能力等を育んでいくことであると考えている。

〇　引き続き、府立高校としての役割を果たすことができるよう、府立高校改革に取り組んでまいる。

項目１５

〇　普通教室及び職員室へのエアコン設置ついては既に完了しているが、空調未設置の特別教室等への設置ついては、できるだけ早期に設置することを目指し、PFIによる整備を予定しており、令和8年度は、公募に向けた仕様書の作成及び発注手続きを進めてまいる。
PFIによる整備にあたっては、数年間に渡る計画となるため、令和8年度は、この3月に閉校する学校の、数年前に更新した空調を、府立高校の中で未整備である美術教室及び書道教室へ移設するとともに、府立高校での未整備の食堂の飲食スペース及び厨房へ空調を設置する予定である。

〇　ランニングコストについては、厳しい財政状況ではあるが、今後とも予算の確保に努めてまいる。

〇　施設のすべての窓に網戸を取り付けることは、現在の府の厳しい財政事情においては困難な状況であり、今後の課題と考えている。

〇　学校管理費については、従前から学校のご意見も伺いながら、実情・実態に即した配分に努めてきたところ。

〇　なお、今年度に関しても、昨年度同様原油価格高騰の影響はあるが、光熱費は必要額を各学校に措置している。光熱費の予算に不足が生じる場合は、追加で学校予算の配当を行うなど、空調整備の運用に支障が生じないよう対応している。

〇　厳しい財政状況の中ではあるが、今後とも学校運営に支障が生じないよう、光熱水費をはじめ、必要な予算額の確保に努めてまいりたい。

項目１７①、３

〇　給特法改正に伴い、国指針に基づき、令和8年1月に大阪府立学校の教育職員に関する業務量管理・健康確保措置実施計画（以下、「計画」という。）を策定したところ。

〇　国指針が示している項目を含め、現在計画に記載していない取組みについても、今後の計画の見直しの中で盛り込むことを検討してまいる。

項目１７②

〇　教職員の配置については、標準法に基づき確保した定数を基礎として、学級数に応じて措置することを基本として、より効果的に教員を配置する観点から、各学校の実情や取組状況などのヒアリングを行い、その結果をもとに教員加配を行っているところ。

〇　今後とも、国において措置される定数を最大限に確保し、教育水準や教育課題への対応を踏まえながら、適正な定数管理に努め、適正な勤務労働条件の確保に向けて取り組んでまいる。

項目１７⑤

〇　義務教育等教員特別手当については、国の動向や府の財政状況等を踏まえ、支給しているもの。

〇　今後とも、国や本府の財政状況を踏まえながら、適切な対応に努めてまいる。

項目【公務処理システム・統合ICT】３

〇　昨年度の校務用システムのクラウド化及び教職員端末機の無線化に伴うデータ移行や更新作業については、教職員の負担を極力減らすよう事業者とも調整してきたが、実作業において、作業手順が多いことなど、ご負担をおかけすることになった。加えて、データ移行や更新作業時にサポートセンターにつながらず、問い合わせいただいた事象の解消までに時間がかかったことについても、ご負担をおかけすることになった。
　　今年度のメモリー増設やWindowsアップグレードについては、十分な期間をとり、事業者への作業依頼や事業者による訪問も行うことで、学校の負担を軽減するよう努めたところ。
引き続き、教職員ICTネットワークの安定稼働と各校からの問合せに迅速に対応できるよう、事業者に更なる改善を求めてまいる。

〇　各学校には現在、非常勤教職員にご利用いただくための共用端末機を、課程別に非常勤教職員の人数により最大18台配備している。また、台数の調整を毎年7月頃に行っており、その後も必要に応じて、対応を実施している。

項目１①②

〇　皆様方との良き労使関係については、これまでの経過を尊重し、今後とも、双方の努力によって築いてまいりたいと考えている。

〇　また、職員の勤務労働条件に関わる事項については、所要の協議を行うとともに、教育施策の実施にあたり勤務条件に密接にかかわる事項（管理運営事項）については、必要に応じて説明を行ってまいりたい。

項目２

〇　府立高校改革グランドデザイン及び府立高校改革アクションプランを踏まえた府立高校改革については、学校等と連携を図りながら進めてまいる。

項目３－３，１２－③、１７－②

〇　教職員の配置については、標準法に基づき確保した定数を基礎として、学級数に応じて措置することを基本として、より効果的に教員を配置する観点から、各学校の実情や取組状況などのヒアリングを行い、その結果をもとに教員加配を行っているところ。

〇　今後とも、国において措置される定数を最大限に確保し、教育水準や教育課題への対応を踏まえながら、適正な定数管理に努め、適正な勤務労働条件の確保に向けて取り組んでまいる。




項目【働き方改革に関する特別要求】３，４，６，７，１７【賃金・労働条件】８

〇　令和６年２月に定めた府立学校における働き方改革の取組に基づき、引き続き、部活動方針の遵守など府立学校全体の課題に応じた取組を進めてまいる。

〇　また、府立学校全体の課題に応じた取組に加え、学校の実情に応じた取組を進めるため、今年度より新たに伴走型支援事業を開始したところ。

〇　さらに、学校長に対し、長時間勤務是正に向けたヒアリングを行うとともに、長時間勤務となっている学校や教員については改善計画の策定・実行を求めるなど、長時間勤務縮減に向けた取組を進めてまいる。

〇　併せて、ICTを活用した校務運営の効率化や多様な人材配置等に取り組むことで、教員の負担軽減とワークライフバランスを実現させてまいる。

項目５

〇　全ての府立学校が円滑に提携を結ぶことができるよう、「大阪府立学校海外交流センター」を新たに開設し、姉妹校提携に係る相談対応はもとより、府立高校の姉妹校となり得る海外の学校を調査・開拓するとともに、各校の要望やニーズを踏まえた姉妹校候補の提案、提携内容の調整、合意・調印式の設定などの支援を行っている。

〇　全ての府立高校が姉妹校提携を円滑に進め、海外の学校との交流や海外留学ができる環境を構築できるよう、引き続き支援に努めてまいる。

項目６

〇　働き方改革をさらに推進するため、令和８年度より、管理職の自己申告票において、学校経営計画に記載した働き方改革の取組み等を踏まえた個人目標を必ず設定することとする。

〇　その達成状況や組織運営、人事管理・育成等、働き方改革に資する組織マネジメントに関する評価を通じて、管理職としての資質能力の向上を図ることで、教職員の健康と安全を確保し、働きやすい環境を整えることをめざす。


項目２

〇　大阪府立学校条例で教員の授業に関する評価は、生徒又は保護者による評価を踏まえて行うものと規定されたことを受け、授業アンケートを、授業を行う教員の育成に役立てるとともに、その結果を「教職員の評価・育成システム」において「授業力」評価を行うための重要な一要素として位置付けている。

〇　今後とも、「教職員の評価・育成システム」がより良い制度となるよう、充実・改善を図ってまいる。

項目５

〇　「教職員の評価・育成システム」については、教職員の意欲・資質能力の一層の向上を図ることにより、教育活動をはじめとする様々な活動の充実、組織の活性化を図ることを目的として実施している。

〇　評価結果の再任用職員への勤勉手当への反映は、職員基本条例の趣旨を踏まえ、行っているもの。

〇　今後とも、「教職員の評価・育成システム」がより良い制度となるよう、充実、改善を図ってまいる。

項目【働き方改革に関する特別要求】７，１７①、【公務処理システム・統合ICT】 ３

〇　給特法改正に伴い、国指針に基づき、令和８年１月に大阪府立学校の教育職員に関する業務量管理・健康確保措置実施計画（以下、「計画」という。）を策定したところ。

〇　国指針が示している項目を含め、現在計画に記載していない取組みについても、今後の計画の見直しの中で盛り込むことを検討してまいる。

項目８

〇　令和８年度から始まる「広報強化推進事業」においては、各校の広報改革の推進と業務負担軽減をめざし、各校のプロモーション活動を支援する外部人材の導入や広報資料の作成支援などを検討しているところ。

項目【働き方改革に関する特別要求】９①

〇　文部科学省が生徒指導の理論・考え方や実際の指導方法についてまとめた「生徒指導提要」が令和４年１２月に改訂され、その中で校則の見直しについては、学校や地域の状況、社会の変化等を踏まえて、絶えず見直しを行うことや、生徒や保護者等の学校関係者の意見を聴取した上で定めていくことが望ましいとされている。

〇　府教育長では、「府立学校に対する指示事項」の中で、生徒等の意見を受け止め、守るべきもの、努力目標というべきもの、生徒等の自主性に任せてよいものなどに整理し、絶えず校則の点検・見直しを行うよう指導している。

〇　また、令和６年２月には、改訂された生徒指導提要の趣旨を踏まえて、点検・見直しのポイント等を示して各校に通知している。

〇　さらに、生徒の主体的な意見を尊重した校則等の見直しの好事例について、各校からヒアリングを行うとともに、教員研修の機会を通じて全校に共有する等、府立高校における生徒参画による学校づくりを支援している。

〇　引き続き、府立高校において、学校や地域の状況、生徒の主体的な意見を尊重した校則の点検・見直しが進むよう、各校の取組みを支援してまいる。

項目【働き方改革に関する特別要求】９②

〇　保護者や地域から学校に寄せられる様々な要望に対し、教職員は、その思いを当事者として十分に聞きとり、事実関係を正確に把握したうえで、組織的に迅速な課題解決を図る必要があると認識している。

〇　そのため、府教育庁において、学校と家庭、地域が円滑に連携できるよう、平成２２年に教職員向けの研修資料である「保護者等連携の手引き」を作成した。しかしながら、子どもたちを取り巻く環境が大きく変化し、保護者対応をするうえで事案が多様化・複雑化していることを踏まえて、本資料を令和７年３月に改訂し、全府立学校に周知している。

〇　本資料は、教育制度学・学校経営学の大学教授や弁護士からの提言・アドバイスを取り入れ、学校が保護者や地域からの要望を受けた際の初期対応や二次対応とともに、日常的な連携の在り方を示している。

〇　また、府立学校における解決困難な生徒指導及び保護者等への対応に係る課題の早期解決をめざし、府立学校が弁護士から法定観点に基づく助言を得ながら、適切な対応や取組みを進めることを目的とした、スクールロイヤーへの相談ができる体制を構築している。

〇　引き続き、各校が保護者や地域との良好な関係づくりを推進していくことができるよう、取り組んでまいる。

項目【働き方改革に関する特別要求】１０

〇　様々な困難を抱える生徒に対する支援の充実については、多角的な観点からの支援が必要であると考えており、府教育庁としては、教職員とスクールカウンセラー(SC)やスクールソーシャルワーカー（SSW）等の専門人材が協働する「チーム学校」としての支援体制の充実をめざしている。

〇　SCについては、公認心理師又は臨床心理士の資格を有する人材をすべての府立高校に配置しているところ。さらに、令和６年度から、不登校生徒の在籍率の高い府立高校に対して配置回数を大幅に拡充している。

〇　SSWについては、勤務時間や回数が固定され柔軟な活用ができないという課題があったので、今年度より大阪府を７つのエリアに分け、各エリアにSSWが週４日勤務するSSW拠点校を配置し、拠点校以外の学校も柔軟かつ即時的にSSWを利用できるよう、拠点校のSSWが管轄エリアの学校を巡回訪問する制度に改めた。あわせて、全府立学校向けSSW定期相談会の開催やSSWSVの定期巡回などを実施することにより、すべての府立高校がSSWに相談できる体制を強化している。

〇　キャリア教育コーディネーターについては、希望するすべての府立高校に配置している。

項目１１

〇　観点別学習状況の評価の実施にあたっては、「『観点別学習状況の評価』実施の手引き」を踏まえ、各校の実態に応じて、適切に対応いただいていると認識している。

〇　今後も、教育課程協議会において好事例を共有するなど支援に努めてまいる。


項目【働き方改革】１２②

〇　不登校や中途退学等、様々な困難を抱える生徒に対する支援の充実については、多角的な観点からの支援が必要であると考えており、府教育庁としては、教職員とスクールカウンセラー(SC)やスクールソーシャルワーカー（SSW）等の専門人材が協働する「チーム学校」としての支援体制の充実をめざしている。

〇　引き続き、支援を必要とする生徒を適切な支援につなげ、すべての生徒が安全に安心して学校生活を送ることができるように、SCやSSWの配置等については、活動報告書や事業調査等を通じて活用状況等を整理し、成果や課題、学校現場からの要望等を踏まえ検討するなど、事業の効果的な運用に努めてまいる。

項目１２④

〇　府立高校が果たすべき役割は、様々な背景をもつ全ての子どもたちに教育の機会を保障すること、また生徒の多様なニーズに応える柔軟で質の高い学びを実現し、全ての生徒の可能性を最大限引き出しながら、多様な能力等を育んでいくことであると考えている。

〇　引き続き、府立高校としての役割を果たすことができるよう、府立高校改革に取り組んでまいる。

項目１３

〇　感染拡大や災害等の発生に伴い登校しない生徒及び不登校生徒等に対して、オンラインを用いた学びの保障を行うことは重要と考えている。

〇　また、GIGAスクール運営支援センターを設け、全教職員が閲覧可能なヘルプデスクサイトを開設し、オンラインを用いた学びの保障にも活用できる実践事例や各種マニュアル等を掲載するなど、各校を支援している。

項目１４①

〇　教室内の換気扇設置については、校舎の建て替えや、大規模改修にあたって、建築基準法に基づく設計段階で、設置個所等を当該校と協議の上、決定しているところ。


項目１４②

〇　GIGAスクール運営支援センターを設け、全教職員を対象として、児童生徒１人１台端末に関する問合せ対応やＦＡＱサイトの充実、学校訪問による問題の解決を行うとともに、クラウドサービスに関する設定作業の代行等を通じて、各校の支援を実施しているところ。

〇　また、卒業生が利用していた１人１台端末のデータ削除や新入生が利用するために必要な設定等を遠隔で行う仕組みを構築するなど、支援の充実を図っているところ。

項目１５

〇　普通教室及び職員室へのエアコン設置については、既に完了しているが、空調未設置の特別教室等への設置については、できるだけ早期に設置することを目指し、PFIによる整備を予定しており、令和８年度は公募に向けた仕様書の作成及び発注手続きを進めてまいる。
PFIによる整備にあたっては、数年間に渡る計画となるため、令和８年度は、この３月に閉校する学校の、数年前に更新した空調を、府立高校の中で未整備である美術教室及び書道教室へ移設するとともに、府立高校での未整備の食堂の飲食スペース及び厨房へ空調を設置する予定である。

〇　ランニングコストについては、厳しい財政状況ではあるが、今後とも予算の確保に努めてまいる。

〇　施設のすべての窓に網戸を取り付けることは、現在の府の厳しい財政事情においては困難な状況であり、今後の課題と考えている。

〇　学校管理費については、従前から学校のご意見も伺いながら、実情・実態に即した配分に努めてきたところ。

〇　なお、今年度に関しても、昨年度同様原油価格高騰の影響はあるが、光熱費は必要額を各学校に措置している。光熱費の予算に不足が生じる場合は、追加で学校予算の配当を行うなど、空調設備の運用に支障が生じないよう対応している。

〇　厳しい財政状況の中ではあるが、今後とも学校運営に支障が生じないよう、光熱水費をはじめ、必要な予算額の確保に努めてまいりたい。


項目１７

〇　義務教育等教員特別手当については、国の動向や府の財政状況等を踏まえ、支給しているもの。

〇　今後とも、国や本府の財政状況等を踏まえながら、適切な対応に努めてまいる。

項目１８

〇　育児休業の取得に伴う代替措置については、業務に支障が出ないよう、各学校の状況等をお聞きしながら適切に対応してまいる。

項目１９①②③

〇　教職員がハラスメントを受けた経験や教育庁・学校のハラスメント防止の取組みが、予防や解決に役立っているかなどを把握するため、令和７年度、府立学校の教職員を対象に、「教職員間のハラスメント実態把握アンケート」を実施した。

〇　ハラスメント相談は、校内相談窓口のほかに、大阪府職員総合相談センター、第三者の外部専門相談窓口、教職員人事課と窓口があり、相談者がどこでも相談できる体制を作っている。また、令和７年度、外部専門相談窓口の対応時間の拡充を行った。

〇　ハラスメント相談窓口に寄せられた相談は、その内容や相談者のニーズを確認したうえで、引き続き現在の相談体制で、速やかに相談者への聞き取りを行うとともに加害者と思われる教員や関係者への聞き取り等を行うよう努めてまいる。

項目〈入試に関わる過重労働をなくすこと〉２０

〇　入学者選抜業務において、実施計画を作成するにあたっては、勤務時間内での計画をお願いしている。また、入学区者選抜の学力検査当日、教職員は、受験生の集合時刻以前の時刻から備える必要があることから、事前に、学校の実態に合わせて勤務時間を繰り上げる措置をとっていただくようお願いしている。なお、週休日の勤務が生じた場合は、週休日の振替が確実に行われるよう指導している。

〇　デジタル採点システムについては、教職員の働き方改革に資する施策の１つとして、採点・成績処理等に係る業務の軽減及び採点ミス等の防止等を図るために導入したところ。
項目１①②

〇　教職員の給与については、地方公務員法に規定している情勢適応の原則や均衡の原則を踏まえ、国の制度を基準として決定している。なお、給与改定の基本は、人事委員会勧告と考えており、今後とも、国や他府県の動向、本府の経済状況等を踏まえながら適切な対応に努めてまいる。

〇　国家公務員においては、民間企業による退職金の支給実態との均衡を考慮していることから、退職手当の支給率について上限を設けているところ。

〇　地方公務員の給与については、国家公務員の取扱いを考慮して決定することとされており、国家公務員と同様の考え方により退職手当の支給率を設定していることから、ご要求にお答えすることは困難である。

項目２

〇　人事委員会勧告は、労働基本権の代償措置であることから、尊重することが基本であると考えている。

〇　なお、令和７年度については人事委員会勧告どおり、給料表について令和７年４月１日から引き上げることとし、期末手当及び勤勉手当について、令和７年４月１日から年間0.05月分を引き上げ、年間4.65月分に改定した。その割り振りは、期末手当及び勤勉手当に均等に配分し、所要の条例改正等を行ったところ。

項目３

〇　定年引上げと、これまでの再任用制度は、ともに65歳までの雇用をつなぐという意味では同様であるが、
・再任用制度は一旦定年退職の上、1年単位で再雇用されるのに対し、定年引上げは採用から65歳定年退職まで人事管理の一体性、連続性が確保されるものであること
・定年引上げに伴い、再任用制度は経過的に縮小され、令和13年度限りで廃止されることなどから定年引上げと再任用制度の給与制度・給与水準が異なることが、直ちに不合理とは考えていない。

〇　地公法上の職務給の原則には、給料額に一定の幅があることは予定されており、同じ職務の級である以上、同じ役割を担っていただくことが前提であると考えている。
項目５

〇　給料等の支給については、毎月、全校ポータルサイトを通じて給与処理日程を通知するとともに、給与支給明細書の確認については、全教職員あてにSSCトップページでお知らせしている。また、給与等の制度については、SSCトップページの「マニュアル・規定集・データ集」に詳しく説明している手引き等を掲載するなど、適切に情報提供を行っているところ。

項目６

〇　週休日の振替等により勤務を要しない日や時間に勤務させるためには、その振替日等において適切に休養が確保できることが前提となる。

〇　府立学校では、振替日等に、部活動指導を行うなどの事例が見られたため、該当する学校に対し、適切な休養を確保するよう指導しているところ。

〇　今後とも、制度運用が、適正に行われるよう指導するとともに、すべての教職員が働きやすい職場環境づくりに努めてまいる。

項目７

〇　教育職員については、「公立の義務教育諸学校の教育職員の給与等に関する特別措置法」により、時間外勤務手当及び休日勤務手当は支給されず、教職調整額を支給しなければならないとされており、超過勤務手当支給のご要求に応じることはできない。

項目９

〇　学校における休憩時間については、条例等に基づき付与していることころであり、学校職場の実態を踏まえ、適切に運用されていると認識している。

〇　なお、休憩時間の適切な運用については、「校長は休憩時間を明示し当該期間に取得できない場合には、他の時間帯に与えるなど、適切な対応を取ること。また、取得しやすい環境づくりに努めること。」として各学校に明示しているところ。



項目１０

〇　特別休暇については、より府民の理解を得られる制度にする観点から、民間状況も一定反映されている国制度を基本に見直しを行い、平成22年度から実施しているところ。

〇　なお、天災その他の非常災害又は交通機関の事故等により勤務できない場合や、退勤途上における身体の危険を回避するため勤務しないことがやむを得ないと認められる場合には、特別休暇を与えることができるとされている。

項目１２

〇　教員は、その職責を遂行するために、絶えず研究と修養に努めなければならないことから、研修は大いに奨励されるべきであるが、教育公務員特例法第2条第2項に基づく勤務場所を離れて行う研修については、勤務時間中に職務に専念する義務を免除され、有給で行われるものであることから、承認研修としてふさわしい内容、意義を有することはもとより、府民から十分理解が得られるよう、適切な運用が行われるべきものと考えており、これまでから、各府立学校長に対して周知・徹底を図ってきたところ。

〇　また、研修の承認権は校長にあるが、趣旨に沿った適切な運用がなされるよう、引き続き、各府立学校長に対して周知徹底を図ってまいりたい。

項目１３

〇　病気休暇の承認手続きについては、勤務時間、休暇等の運用についてのより一層の適正化が求められる中、病気休暇取得事由を客観的に確認できるよう、皆様方との協議を経て、承認手続きの見直しを行ったもの。

〇　今後とも学校現場において制度の適切な運用がなされるよう努めてまいりたい。

項目１４

〇　病気休暇の通算について、時間単位の病休については、国においても1日（1回）として通算されており、皆様方との協議を経て実施しているところ。



項目１５

〇　生徒の自主性、教職員の自発性に基づいて成り立っている部活動は、一方的な職務命令による活動ではないが、学習指導要領において、学校教育の一環として教育課程との関連が図られるよう留意することと明記され、生徒に対する教育的効果も大きいと認識している。

〇　部活動の運営については、平成14年3月には「部活動の適切な運営について」を、平成24年7月には「部活動の位置づけ及び教職員の服務上の取扱いの改訂について」を各学校に通知しており、平日の活動はできるだけ勤務時間内に終えることとし、週休日の活動については、学校週5日制の趣旨を踏まえ、各学校や地域の実情を考慮して、望ましい活動日数・時間を検討し、計画的に実施するよう指示している。

〇　また、府立学校においては、教職員の多忙化解消に向けて、「ノークラブデー（部活動休養日）」を平成29年4月1日から実施し、平成31年2月には、生徒や指導する教員にとって望ましい環境を構築するという観点に立ち、「大阪府部活動の在り方に関する方針」を策定、令和5年8月には、「大阪府における部活動等の在り方に関する方針」として改定したところ。

〇　なお、国が令和7年12月に「部活動改革及び地域クラブ活動の推進等に関する総合的なガイドライン（文部科学省）」として、新たなガイドラインを示したことを踏まえ、大阪府においても、令和8年夏頃を目途に府の方針を改訂することを予定している。

〇　大阪府としては、部活動の「学びの場」としての教育的意義に鑑み、持続可能な部活動運営を行うため、複数校による部活動の合同実施を促進することや、効果的な部活動指導員等の配置を行い、部活動に携わる教員の負担軽減に努めてまいる。

項目１６

〇　生徒の自主性、教職員の自発性に基づいて成り立っている部活動は、一方的な職務命令による活動ではないが、学習指導要領において、学校教育の一環として教育課程との関連が図られるよう留意することと明記され、生徒に対する教育的効果も大きいと認識している。

〇　部活動の運営については、平成14年3月には「部活動の適切な運営について」を平成24年7月には「部活動の位置づけ及び教職員の服務上の取扱いの改訂について」を各学校に通知しており、平日の活動はできるだけ勤務時間内に終えることとし、週休日の活動については、学校週5日制の趣旨を踏まえ、各学校や地域の実情を考慮して、望ましい活動日数・時間を検討し、計画的に実施するよう指示している。

〇　また、府立学校においては、教職員の多忙化解消に向けて、「ノークラブデー（部活動休養日）」を平成29年4月1日から実施し、平成31年2月には、生徒や指導する教員にとって望ましい環境を構築するという観点に立ち、「大阪府部活動の在り方に関する方針」を策定、令和5年8月には、「大阪府における部活動等の在り方に関する方針」として改定、令和6年7月には、部活動における時間外在校等時間の縮減に向けて、部活動の取組みに特化した「府立学校における部活動働き方改革マニュアル」を策定し、部活動方針遵守に向けた意識改革や、適切な部活動の運営管理と体制整備、また、外部人材の効果的な活用等の働き方改革のための体制整備に関する具体的な対応策を示したところ。

〇　なお、国が令和7年12月に「部活動改革及び地域クラブ活動の推進等に関する総合的なガイドライン（文部科学省）」として、新たなガイドラインを示したことを踏まえ、大阪府においても、令和8年夏頃を目途に府の方針を改訂することを予定しており、引き続き部活動に係る改革が進むよう、取組みを進めてまいる。

項目１７

〇　旅費予算については、これまでから各校の計画額を基に必要額を確保し、予算配当してきたところ。

〇　令和7年度の旅費予算については、各校の計画額により調整した額を各校に配当した。

〇　学校運営に支障を来さないよう引き続き各学校と連携し、必要な旅費予算の確保に努めてまいる。

〇　国家公務員等の旅費に関する法律が改正され、令和7年4月1日から、旅費の支給対象の見直し等が行われた、本府においても、これまでの経過や国の取扱いを踏まえ、職員の旅費に関する条例の一部が改正された。

〇　今回の改正では、宿泊手当が新設され、宿泊に伴う夕朝食代の掛かり増しを含む諸雑費として、内国旅行一夜につき、2,400円が支給される。

項目１８

〇　きめ細かい学習指導の充実と生徒一人ひとりの学習状況の確実な定着を図るため、各教科・科目における生徒の学習状況を分析的に捉える観点別学習状況の評価が重要である。

〇　評価にあたっては、各教科・科目等において、各観点の評価基準や評価方法を事前に毛隔することが大切であると考え、「指導と評価の年間計画（シラバス）」の様式を令和4年度入学生から「標準」「国語」「「外国語」の3つの様式に整理した。

〇　なお、学校独自の様式によりシラバスを作成する場合は、高等学校課教務グループと協議することとしている。

項目【賃金・労働条件】２０

〇　日本語指導については、今年度も教員加配や非常勤講師の配置を行っているところ。今後ともヒアリング等を通じて、各学校の実情をていねいに把握し、適切に対応してまいる。

〇　また、「日本語教育学校支援事業」において、学校からの要望に応じて、日本語・母語指導や生活適応指導等の補助を行える、生徒の母語・母文化を理解する人材を教育サポーターとして派遣している。

〇　引き続き、各校と連携し、日本語指導をはじめとした修学支援の充実に向けて、取組みを進めてまいる。
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〇　府教育庁では、府立学校ICTネットワークサポートセンターを設け、校務用端末機の使用およびネットワーク等に関する各校からの問合せに対応しているところ。

〇　ICTに関する設備・機器のメンテナンスについても、保守事業者、府立学校ICTネットワークサポートセンター及び学校関係者が協力しながら、必要に応じて個別対応や訪問対応など、迅速な対応をしているところ。

〇　今後も、教職員の業務負担の軽減に努めてまいる。

項目【校務処理システム・統合ICT】２

〇　府教育庁では、府立学校ICTネットワークサポートセンターを設け、校務用端末機の使用およびネットワーク等に関する各校からの問合せに対応しているところ。
〇　また、全校ポータルサイトに、教職員ICTネットワークサイトを掲載し、ネットワークを管理されている教職員の負担軽減になるよう努めている。

項目【校務処理システム・統合ICT】３

〇　昨年度の校務用システムのクラウド化及び教職員端末機の無線化に伴うデータ移行や更新作業については、教職員の負担を極力減らすよう事業者とも調整してきたが、実作業において、作業手順が多いことなど、ご負担をおかけすることになった。加えて、データ移行や更新作業時にサポートセンターにつながらず、問い合わせいただいた事象の解消までに時間がかかったことについても、ご負担をおかけすることになった。
今年度のメモリー増設やWindowsアップグレードについては、十分な期間をとり、事業者への作業依頼や事業者による訪問も行うことで、学校の負担を軽減できるよう努めたところ。
引き続き、教職員ICTネットワークの安定稼働と各校からの問合せに迅速に対応できるよう、事業者に更なる改善を求めてまいる。

〇　各学校には現在、非常勤教職員にご利用いただくための共用端末機を、課程別に非常勤教職員の人数により最大18台配備している。また、台数の調整を毎年7月頃に行っており、その後も必要に応じて、対応を実施している。

項目１〈定員・人事〉１

〇　教員人事においては、「大阪府公立学校教職員人事基本方針」を定め、これに基づき実施している。

〇　教員の異動については、府立学校教員人事取扱要領において、新規採用後1校目の教員及び2校目の教員について、「新規採用後3校目までに、原則として異なる3つのグループを経験するものとする。ただし、専門性、教員の適正、学校の需要を考慮し、教育委員会が必要かつ相当と認める場合は、同一グループ内で異動することがある。」としている。

項目【両性平等、人権】１

〇　平成25年度入学者選抜から普通科（総合選択制を含む）の合格者の決定について、「男女別に募集人員の45％までを合格とする」という規定を廃止したことにより、すべての学科において男女合わせて合格者を決定しているところ。

〇　女性教職員の職業生活における活躍の推進については「公立学校における特定事業主行動計画（2021）」に基づき、取り組みを行ってきたところ。

〇　本計画は今年度末で計画期間満了を迎えることから、次期計画を策定することとしている。

〇　今後とも働きやすい職場環境等の確保に向けて取組み、女性教職員の活躍を推進してまいる。

項目【両性平等、人権】４

〇　男女平等教育の推進に当たっては、大阪府男女共同参画推進条例（平成14年4月）の趣旨を踏まえ、「小・中学校及び府立学校における男女平等教育指導事例集」（平成15年7月）を活用し、固定的な性別による役割分担意識によって自己実現の幅が狭まることがないように指導しているところ。

項目2【評価育成システム】

〇　大阪府立学校条例で教員の授業に関する評価は、生徒又は保護者による評価を踏まえて行うものと規定されたことを受け、授業アンケートを、授業を行う教員の育成に役立てるとともに、その結果を「教職員の評価・育成システム」において、「授業力」評価を行うための重要な一要素として位置付けている。

〇　今後とも「教職員の評価・育成システム」がより良い制度となるよう、充実・改善を行ってまいる。

項目５【評価育成システム】

〇　「教職員の評価・育成システム」については、教職員の意欲・資質能力の一層の向上を図ることにより、教育活動をはじめとする様々な活動の充実、組織の活性化を図ることを目的として実施している。

〇　評価結果の再任用職員への勤勉手当への反映は、職員基本条例の趣旨を踏まえ、行っているもの。

〇　今後とも、「教職員の評価・育成システム」がより良い制度となるよう、充実・改善を図ってまいる。
